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１． 地区計画制度について 

(ア) 地区計画制度とは 

地区計画制度は、都市計画法に基づく都市計画制度の一つで、従来のまちづく

り体制では十分対応できなかった、地区の特性に応じたきめ細かいまちづくりの

ルールを定めることができる制度です。 

住民の生活に身近な一定の区域を単位として、その区域にふさわしいまちづく

りのツールとして制度を活用し、潤いと魅力あるまちづくりを進める制度です。 

(イ) 地区計画の内容 

地区計画では、「地区計画の方針」と「地区整備計画」を定めます。 

① 地区計画の方針 

地区計画の方針とは、地区をどのようなまちに育てていくかという方向性

を定めるもので、地区計画の目標、土地利用の方針、地区施設の整備の方針、

建築物等の整備の方針、その他当該地区の整備、開発及び保全に関する方針

等を定めてあります。 

② 地区整備計画 

地区整備計画とは、地区計画の方針に沿って、地区施設の配置及び規模、建

築物等に関する事項として、用途、容積率・建ペイ率、壁面の位置、建築物等

の高さに関する制限などのうち地区の特性・地区計画の方針に基づき、必要

に応じて定めるものとされています。 

(ウ) 地区計画の届出・勧告制度 

地区整備計画が定められた区域内において、土地の区画形質の変更、建築物の

建築又は工作物の建設、建築物等の用途の変更、建築物等の形態又は意匠の変更

等を行おうとする場合は、その内容を市長に届け出なければなりません。 

市長は、その届出の内容を審査し、届出の内容が地区計画に適合しない場合に

は、届出者に対し、設計の変更その他必要な措置を取るよう勧告することができ

ます。 

(エ) 建築条例について 

青山 7 丁目地区地区計画の地区整備計画で定められた建築物等に関する事項の

うち、特に重要なものについては、建築基準法に基づく「三木市地区計画の区域

内における建築物の制限に関する条例」により制限されています。 
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２． 青山 7 丁目地区地区計画について  

(ア) 青山 7丁目地区地区計画の内容 

① 地区の概要 

1. 所在 

三木市志染町青山 7丁目の一部 

2. 地区計画及び地区整備計画区域面積 

約 27.9ha 

3. 地区の現況 

本地区は、三木市の南東部に位置し、昭和 50年代後半から平成初期にかけ

て土地区画整理事業により開発され、周辺は低層戸建専用住宅等からなる緑

に包まれた環境のよい住宅地を形成している。 

② 地区計画の方針 

1. 地区計画の目標 

本計画では、比較的広大な未利用地が残る本地区に、新しいまちの機能を

創出することで、住民の循環のきっかけをつくり、高齢者が健康に暮らせる

まち、若年層に魅力のあるまちを目標にまちづくりを進める。 

2. 土地利用の方針 

本地区は，多世代の住民が快適で安心安全に暮らし続けられるまちの形成

を図ることを目的とし、「研修施設地区」、「多世代共生地区」、「文教施設地区」

に分け土地利用を図る。 

3. 建築物等の整備の方針 

周辺の閑静な住環境と調和のとれた市街地環境の形成を図るため、地区

ごとに「建築物の用途制限」を定め、各地区が担う役割以外の建築物を抑

制するとともに、「建築物の敷地面積の最低限度」「建築物の高さの最高限

度」「壁面の位置の制限」「かき又は柵の構造の制限」を定める。 

③ 地区整備計画 

1. 建築物等に関する事項 

青山 7 丁目地区地区計画に定められている建築行為に関する規制は以下の

８つです。 

(1) 建築物の用途の制限 

周辺の住環境を守るため、３つの地区それぞれに建てられるものを定め、

地区全体が連携し補完することで本計画の目標達成を目指します。 

(2) 建築物の敷地面積の最低限度 

狭小敷地による居住環境の悪化を防止し、良好な街並みの景観形成を図

るため、敷地面積の最低限度を１６５㎡と定めています。 
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(3) 壁面の位置の制限 

敷地内空間を確保することにより、日照、通風、採光を確保し、ゆとり

ある良好な街並みを形成するため、壁面の位置の制限を定めています。 

(4) 壁面後退区域における工作物の設置の制限 

幹線道路からの壁面後退区域に移動困難な工作物を設置しないことに

より、幹線道路からの景観にゆとりを持たせます。 

(5) 建築物の高さの最高限度 

日照、通風、採光等を考慮した良好な住環境を確保するため、建築物の

高さの最高限度を定めています。 

(6) 建築物等の形態又は色彩その他の意匠の制限 

建築物及び工作物の意匠、色彩等について制限を設けることで、周辺景

観との調和を図ります。 

また、美しい街並みを保全していくことを目的とし、屋外広告物につい

て制限を設けています。 

(7) かき又は柵の構造の制限 

道路に面する塀には、地域コミュニティーを阻害しないように閉鎖感の

ないよう配慮します。 

(8) その他 

幹線道路に面する部分は植栽に努め、ゆとりのある通り景観を創出しま

す。 
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(イ) 青山 7丁目地区地区計画の届出について 

① 届出を要する行為とは 

都市計画法第５８条の２で定められている行為を行おうとする方は、その

行為に着手する３０日前までに、所定の様式により市長へ届出ることが必要

です。 

当該地区の地区整備計画を踏まえて、想定される届出を要する行為は、下

記のとおりです。 

・ 土地の区画形質の変更 

・ 建築物の建築又は工作物の建設 

・ 建築物等の用途の変更 

・ 建築物等の形態又は意匠の変更 

② 届出を必要としない行為とは  

上記の行為の中で、次に記載する行為については届出が不要となります。 

1. 通常の管理行為、軽易な行為 

・ 既存の建築物等の管理のために必要な土地の区画形質の変更 

・ 建築物の存する敷地内の当該建築物に付属する物干場、建築設備、受

信用の空中線系（その支持物を含む）、旗ざおその他これらに類する

工作物の建設 

・ 水道管、下水道管その他これらに類する工作物で地下に設けるものの

建設 

2. 非常災害のため必要な応急措置として行う行為 

・ 建築物で仮設のものの建築又は工作物で仮設のものの建設の用に供

する目的で行う土地の区画形質の変更 

・ 仮設建築物の建築、仮設工作物の建設 

・ 建築物等で仮設のものの用途の変更 

3. 国又は地方公共団体が行う行為 

③ 変更の届出 

届出を行った後、設計又は施工方法を変更する場合は、所定の様式により

市長へ変更の届出を行う必要があります。 
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④ 届出に必要な添付図書等 

届出書には行為の種類に応じて次に掲げる添付図書、その他参考資料を添

付してください。 

行為によって必要な添付図書は、都市計画法施行規則第 43条の 9第 2項で

定められています。 

行為の種類 図  面 縮  尺 備  考 

各行為共通 位 置 図 1/2,500以上  

行
為
別
必
要
図
書 

土地の区画

形質の変更 

設 計 図 1/100以上 
・内容がわかる横断、切盛図（2

方向） 

求積図・求積表  区域面積 

建築物の建

築、工作物の

建設又は建

築物若しく

は工作物の

用途の変更 

配 置 図 1/100以上 

・垣またはさくの設置では、構

造物の高さのわかる道路側

からの正面図 

・車の出入り口の位置を明示す

ること 

各階平面図 1/50以上  

立面図(2面以上) 1/50以上  

求積図・求積表  敷地、建築、延べ面積 

見本  
・ﾌｪﾝｽを設置する場合はｶﾀﾛｸﾞ

等 

建築物又は

工作物の形

態又は意匠

の変更 

配 置 図 1/100以上  

立面図(2面以上) 1/50以上  

※縮尺欄の以上とは、それぞれ記載の縮尺より詳しいもののことです。 
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⑤ 届出の手続きについて 

 

・ 届出を提出する前に必ず事前相談をお願いします。 

・ 届出は工事着手の 30日前までに正・副各 1部の提出をお願いします。 

・ 届出の内容を審査し、後日、提出された届出書副本に『地区計画通知書』

を添付してお渡しします。 

・ 通知書及び市より返却された副本一式を建築確認申請書の副本に添付し

て確認申請を行ってください。 

⑥ お問い合わせ先 

地区計画について：三木市 都市整備部 都市政策課 都市計画係 

建築条例について：三木市 都市整備部 建築住宅課 指導係 


